
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

第63期（平成26年４月１日～平成27年３月31日）

　 ① 連結計算書類の連結注記表

　 ② 計算書類の個別注記表

スズデン株式会社

法令及び定款第15条の規定に基づき、当社ホームページ (http://www.suzuden.co.jp/) に掲載することによ
り、株主の皆さまに提供しているものであります。
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連結注記表

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　(1) 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の数 ３社

　 連結子会社の名称

　 SUZUDEN SINGAPORE PTE LTD

　 斯咨電貿易（上海）有限公司（SUZUDEN TRADING(SHANGHAI)CO.,LTD)

　 スズデンビジネスサポート株式会社

　(2) 持分法の適用に関する事項

　 非連結子会社及び関連会社がないため、持分法の適用はありません。

　(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

SUZUDEN SINGAPORE PTE LTD ……………………………… 決算日 12月31日

斯咨電貿易（上海）有限公司 ……………………………… 決算日 12月31日

(SUZUDEN TRADING(SHANGHAI)CO.,LTD)

スズデンビジネスサポート株式会社 ……………………… 決算日 ３月31日
　連結計算書類作成にあたっては、上記決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　(4) 重要な会計方針

　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法

　 1. 満期保有目的の債券……………………償却原価法（定額法）

　 2. その他有価証券

時価のあるもの………………………当連結会計年度末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………………移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類す

る組合への出資(金融商品取引法第２条第２

項により有価証券とみなされるもの)につい

ては、組合契約に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り込む方法によっており

ます。
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　 ② たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 1. 商 品

在 庫 品………………………………移動平均法による原価法

(貸借対照表価額は、収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定)

引 当 品………………………………個別法による原価法

(貸借対照表価額は、収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定)

　 2. 貯 蔵 品……………………………最終仕入原価法

　 ③ 固定資産の減価償却の方法

1. 有形固定資産（リース資産を除く) …主として定率法

ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年

４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法

なお、主な耐用年数は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 15年～50年

その他(工具器具備品)５年～15年

また、当社及び国内連結子会社は平成19年３

月31日以前に取得したものについては、償却

可能限度額まで償却が終了した翌連結会計年

度から５年間で均等償却する方法によってお

ります。
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2. 無形固定資産（リース資産を除く) …定額法

なお、主な耐用年数は、次のとおりでありま

す。

自社利用のソフトウエア ５年

3. リース資産……………………………所有権移転ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方

法と同一の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法
　 ④ 引当金の計上基準

1. 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

2. 賞与引当金は、当社従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上

しております。

3. 受注損失引当金は、受注案件に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末に

おける受注案件に係る損失見込額を計上しております。

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見

込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しており

ます。

退職給付に係る負債及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

1. 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。

2. 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、その発生の翌連結会計年度において一括処理するこ

ととしております。

　 ⑥ 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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2. 会計方針の変更

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項

本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、

退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基

準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券

の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込

期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いた

しました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに

従っており、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に

伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が122,375千円減少し、利益剰余金

が78,810千円増加しております。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ2,822千円減少しております。

なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額は5円46銭増加、１株当たり当期純利益金額は

20銭減少しております。

3. 会計上の見積りの変更

当社は、平成26年９月５日開催の臨時取締役会において、本社ビル並びに湯島ビルの建替え

を決議いたしました。これにより、建替えに伴い利用不能となる固定資産について耐用年数を

短縮し、将来にわたり変更しております。

　この結果、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益はそれぞれ239,607千円減少しております。
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4. 連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 1,162,580千円

5. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 15,152,600株

　(2) 剰余金の配当に関する事項

　 ① 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成26年５月８日
取締役会

普通株式 231,010 16
平成26年
３月31日

平成26年
６月９日

平成26年11月５日
取締役会

普通株式 144,381 10
平成26年
９月30日

平成26年
11月28日

　② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成27年５月25日
取締役会

普通株式 360,953 利益剰余金 25
平成27年
３月31日

平成27年
６月12日

　(3) 当連結会計年度末における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数

普通株式 259,500株

― 5 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月30日 11時08分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



6. 金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　 ①金融商品に対する取組方針

当社グループは、年次予算及び設備投資計画等に基づき、必要となる資金量について管

理しております。一時的な余資は、短期的な預金等による運用に限定しております。ま

た、当面資金調達は銀行借入による方針であります。

　 ②金融商品の内容及びそのリスク

　 営業債権である受取手形及び売掛金は得意先の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、取引先（以下潜在的な取引先を含む）との関係強化及び取引先の情報

収集を主たる目的として取得した株式であり、市場リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、通常その全件が１年以内の支払期日でありま

す。

　借入金は、現在連結貸借対照表に表示されているものの大半が長期性の借入金であり、

その調達目的は運転資金としての調達であります。金利は原則として固定金利によるもの

としております。なお、運転資金水準の調整のため短期性の借入金による調達を行う場合

もあります。

　当社は現状デリバティブ等金融派生商品は取得しない方針をとっております。

　 ③金融商品に係るリスク管理体制

ア．信用リスク

営業債権が晒されている信用リスクについては当社グループの与信管理規程等に従い、

得意先ごとの債権年齢管理及び残高管理を行うとともに、半年毎の主要得意先の与信限度

額見直しを執行役員会で行い、また一定条件の与信限度額増加については、執行役員会の

決裁を経ることとしております。上記の体制で信用状況の把握及び組織間の牽制が機能す

る形をとっております。

イ．市場リスク

取引先の株式であり、定期的に把握された時価を取締役に回付し、報告しております。

なお、投資有価証券については、その時価が取得原価から40％を超えて下落した場合、減

損処理する社内規程を設けております。

ウ．資金調達に係る流動性リスク

当社は、各部署からの報告に基づき経理部資金課が適時に資金繰り計画を作成・更新す

るとともに手許流動性を当社売上高の１ヶ月を基準として維持することにより流動性リス

クを管理しております。また、子会社の資金調達については、月次決算の情報を入手し、

必要資金量の確認・管理を行う体制をとっております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成27年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額（※１）

時価（※１） 差額

①現金及び預金 4,693,307 4,693,307 ―

②受取手形及び売掛金
　 貸倒引当金（※２）

10,820,660
△1,062

10,819,597 10,819,597 ―

③投資有価証券
　その他有価証券 224,166 224,166 ―

④支払手形及び買掛金 (5,727,383) (5,727,383) ―

⑤短期借入金 (400,116) (400,116) ―

⑥リース債務（流動） (46,861) (46,861) ―

⑦未払法人税等 (251,285) (251,285) ―

⑧長期借入金 (874,389) (862,244) 12,144

⑨リース債務（固定） (87,034) (78,865) 8,168

（※１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（※２）受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。
（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資産
　①現金及び預金、並びに②受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。
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　③投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。なお、現在債券は保有してお

りません。
その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は466,394千円であり、売却益の合計は277,652千

円、売却損の合計額は389千円であります。取得原価、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額
については、次のとおりであります。

(単位：千円)

区分 取得原価
連結貸借対照表

計上額
差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 株式 141,294 220,769 79,474

　 小計 141,294 220,769 79,474

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 株式 3,456 3,397 △58

　 小計 3,456 3,397 △58

合計 144,751 224,166 79,415

負債

　④支払手形及び買掛金、⑤短期借入金、⑥リース債務（流動）並びに⑦未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

　⑧長期借入金及び⑨リース債務（固定）

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入または、リース取引を行った

場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額45,099千円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③投

資有価証券 その他有価証券」に含めておりません。

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位：千円)

区分 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 4,693,307 ― ― ―

受取手形及び売掛金 10,820,660 ― ― ―

合計 15,513,968 ― ― ―

（注４）長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

(単位：千円)

区分 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

長期借入金 400,116 320,116 320,116 214,317 19,840

リース債務 46,861 43,298 36,048 7,686 ―

合計 446,977 363,414 356,164 222,003 19,840

7. １株当たり情報

１株当たり純資産額 1,135円 65銭

１株当たり当期純利益 28円 20銭
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8. その他注記事項

退職給付に関する注記

(1) 採用している退職給付制度の概要

当社の退職給付制度は、勤続３年以上の従業員が退職する場合、当社退職金規程に基づき

算定された退職金（一時金制度）を支給することとしております。

当社は、複数事業主制度の東京都電機厚生年金基金（総合設立）に加入しており、このう

ち、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない制度について

は、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

(2) 確定拠出制度

確定拠出制度（確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度

を含む。）への要拠出額は、164,356千円であります。

要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項

① 複数事業主制度の直近の積立状況（平成26年３月31日現在）

年金資産の額 303,721,586千円

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任
準備金の額の合計額（注）

299,821,492千円

差引額 3,900,094千円
（注）前連結会計年度においては「年金財政計算上の給付債務の額」と掲記していた項目

であります。

② 複数事業主制度の掛金に占める当社の割合

　（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

1.118％

③ 補足説明

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高3,900,094千円であ

ります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であり、当社

は、当連結計算書類上、当該償却に充てられる特別掛金24,384千円を費用処理しておりま

す。

なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じ

ることで算定されるため、上記②の割合は、当社の実際の負担割合とは一致しません。
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(3) 確定給付制度

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 1,181,001千円

　会計方針の変更による累積的影響額 △122,375千円

会計方針の変更を反映した期首残高 1,058,625千円

　勤務費用 65,112千円

　利息費用 6,032千円

　数理計算上の差異の発生額 12,316千円

　退職給付の支払額 △80,240千円

退職給付債務の期末残高 1,061,845千円
　

② 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負

債及び退職給付に係る資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 ―

年金資産 ―

―

非積立型制度の退職給付債務 1,061,845千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,061,845千円

退職給付に係る負債 1,061,845千円

退職給付に係る資産 ―

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,061,845千円
　

③ 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 65,112千円

利息費用 6,032千円

数理計算上の差異の費用処理額 1,147千円

確定給付制度に係る退職給付費用 72,291千円
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④ 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりでありま

す。

数理計算上の差異 11,169千円
　

⑤ 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであり

ます。

未認識数理計算上の差異 12,316千円
　

⑥ 数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.30％
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個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項

　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

1. 満期保有目的の債券…………………償却原価法（定額法）

2. 子 会 社 株 式…………………………移動平均法による原価法

3. その他有価証券

時価のあるもの……………………当期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……………………移動平均法による原価法

　 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 1. 商 品

在 庫 品……………………………移動平均法による原価法

(貸借対照表価額は、収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定)

引 当 品……………………………個別法による原価法

(貸借対照表価額は、収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定)

2. 貯 蔵 品……………………………最終仕入原価法

　 (3) 固定資産の減価償却の方法

　 1. 有形固定資産（リース資産を除く）

……………………………定率法

平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定額法

なお、主な耐用年数は、次のとおりでありま

す。

建 物 15年～50年

構 築 物 15年～45年

工具器具備品 ５年～15年
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また、平成19年３月31日以前に取得したもの

については、償却可能限度額まで償却が終了

した翌期から５年間で均等償却する方法によ

っております。

　 2. 無形固定資産（リース資産を除く）

……………………………定額法

なお、主な耐用年数は、次のとおりでありま

す。

自社利用のソフトウエア ５年

3. リース資産 ……………………………所有権移転ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方

法と同一の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法

― 14 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月30日 11時08分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



　 (4) 引当金の計上基準

1. 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

2. 賞与引当金は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上して

おります。

3. 受注損失引当金は、受注案件に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末におけ

る受注案件に係る損失見込額を計上しております。

4. 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計

上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、その発生の翌事業年度において一括処理するこ

ととしております。

未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なりま

す。

　 (5) 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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2. 会計方針の変更

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、当事業年度より適用し、

退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基

準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券

の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込

期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いた

しました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに

従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響

額を繰越利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が122,375千円減少し、繰越利益剰余金が

78,810千円増加しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

はそれぞれ2,822千円減少しております。

　なお、当事業年度の1株当たり純資産額は5円46銭増加、１株当たり当期純利益金額は20銭減

少しております。

3. 会計上の見積りの変更

当社は、平成26年９月５日開催の臨時取締役会において、本社ビル並びに湯島ビルの建替え

を決議いたしました。これにより、建替えに伴い利用不能となる固定資産について耐用年数を

短縮し、将来にわたり変更しております。

　この結果、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益はそれぞれ239,607千円減少しております。
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4. 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,154,533千円

　(2) 保証債務

　 関係会社の金融機関からの借入債務に対し、債務保証を行っております。

斯咨電貿易 (上海) 有限公司 (SUZUDEN TRADING (SHANGHAI) CO.,LTD)への保証の元本限

度額は48,400千円(2,500千人民元)であります。

　(3) 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

短期金銭債権 25,472千円

短期金銭債務 14千円

5. 損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

　 営業取引による取引高

売 上 高 102,420千円

仕 入 高 3,802千円

販売費及び一般管理費 28,079千円

営業取引以外の取引による取引高 12,325千円

6. 株主資本等変動計算書に関する注記

　 当事業年度末における自己株式の種類及び総数

普通株式 714,459株
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7. 税効果会計に関する注記

　 (１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳

　 繰延税金資産（流動）

未払事業税・事業所税 23,082千円

そ の 他 の 未 払 金 12,983千円

未 払 費 用 18,471千円

賞 与 引 当 金 58,311千円

受 注 損 失 引 当 金 138,879千円

そ の 他 520千円

合 計 252,248千円

　 繰延税金資産（固定）

退 職 給 付 引 当 金 339,671千円

長 期 未 払 金 9,736千円

貸 倒 引 当 金 21,120千円

関係会社株式評価損 18,676千円

会 員 権 4,768千円

建 物 減 損 損 失 8,745千円

土 地 減 損 損 失 58,064千円

そ の 他 1,341千円

小 計 462,125千円

評 価 性 引 当 額 △113,651千円

合 計 348,474千円

　 繰延税金負債（固定）

圧 縮 記 帳 積 立 金 △79,112千円

特 別 償 却 準 備 金 △11,862千円

その他有価証券評価差額金 △24,372千円

合 計 △115,347千円

繰延税金資産（固定）の純額 233,127千円
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　 (２) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が

平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定

実効税率は、前事業年度の35.6％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４

月１日から平成28年３月31日までのものは33.1％、平成28年４月１日以降のものにつ

いては32.3％にそれぞれ変更されております。

　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が42,171千

円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が44,661千円減少、その他有価証

券評価差額金額が2,490千円増加しております。

8. １株当たり情報

１株当たり純資産額 1,119円 12銭

１株当たり当期純利益 25円 57銭
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